
〈施策体系と重点分野、地方創生分野の一覧〉

政策 指標名 現状値（R3） 目標値（R6） 指標の方向性 重点 戦略

管路更新比率
※1 1.2%/年 1.5%/年

管路老朽化率
※2 27% 22%

基幹管路耐震化率 18% 21%

広域連携の実施 ０件 1件

水質基準適合率
※3 100% 100%

経常収支比率
※4 110.30% 110%

料金回収率
※5 103.50% 103%

公共下水道普及率
※6 87.7% 90%

計画的な整備により、整備進捗率の向上に努めま
す。

水洗化率
※7 90.4% 90.6%

未水洗化家屋に対する戸別訪問等を行い、早期
接続を促します。

経費回収率
※8 100% 100%

汚水処理原価
※9 151.7円 151.4円

3 下水道広域化推進総合事業の推進

中間市公共下水道事業基本構想計
画
中間市遠賀川下流流域関連公共下
水道事業全体計画
中間市遠賀川下流流域関連公共下
水道事業計画
北九州広域都市計画下水道事業中
間公共下水道事業計画

未変更 変更
遠賀川下流流域下水道事業に係るスケジュールに
合わせ遅滞なく中間市の各計画を更新し目標達成
を目指します。

1 計画的な土地利用と市街地整備の充実
市街化区域における用途地域毎の土
地利用の規模

住宅地
882ha

商業地
63ha

工業地
86ha

住宅地
966ha

商業地
73ha

工業地
103.5ha

都市計画道路等からなる広域的物流網を整備しつ
つ、JRや私鉄も含めた交通網により駅・公共施設・
商業施設・工業団地を連携させ、暮らしやすい都
市形成を目指します。
また、都市計画マスタープランは長期的な土地利
用に関して展望する計画であることから、社会事情
の変転を勘案するため概ね5年ごとに指標等を見
直すこととします。

●

供用開始された都市計画公園の数 6箇所 6箇所

市民の憩いの場であると同時に地域の防災空間と
して適正な配置を図るものとする。また、都市計画
公園以外の公園や緑地と連携した良好な都市景
観の形成に努めるものとします。

公園遊具施設の機能に関する総合判
定結果が健全である割合

100% 100%
公園長寿命化計画を更新し、予防保全型へ管理
体制を移行し、計画的な改修に取り組みます。

中間市水道事業経営戦略・中間市水道事業個別
施設計画に基づき、500百万円/年程度の整備事
業を実施し、老朽管路の低減を図ります。

2 浄水・配水施設の維持管理
効果的な広域連携の実現を目指すとともに、適切
な維持管理により、水質を維持します。

施策 基本事業
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1 管網の整備

公共下水道の整備推進1

2 健全な下水道経営の推進

1 安全な水道水の安定供給

3 健全な上水道経営の推進

2

3

汚水処理の推進

計画的な市域の整備

公共下水道の普及拡大及び水洗化促進による使
用料の収入の確保、効率的な整備や維持管理に
より、目標達成を目指します。

2 公園の整備・維持管理

両指標共に100％以上を維持し、費用を給水収益
で賄える状況を目指します。

【資料４】



〈施策体系と重点分野、地方創生分野の一覧〉

政策 指標名 現状値（R3） 目標値（R6） 指標の方向性 重点 戦略施策 基本事業

公共交通カバー圏域
※10

に含まれない
地区（交通空白地）の割合

10.5% 5.6%

西鉄バス（中間線）及び乗合タクシー
の１日当たりの利用者数

324人 372人

西鉄バスの収支率 37.5% 37.5%以上

乗合タクシーの収支率
※11 16.7% 16.7%以上

市内のJR２駅の1日当たりの乗車人数 1,648人 1,750人

市内の筑豊電気鉄道４駅の1日当たり
の乗車人数

1,649人 1,750人

1 道路の安全性向上 グリーンベルト標示の健全率 89.5% 100%
通学路安全推進会議をもとに、グリーンベルトの新
規設置や更新を順次行います。

●

2 道路施設の維持管理 橋梁の補修完了率（Ⅲ判定） 25% 75%
社会資本整備総合交付金及び公共施設等適正
管理推進事業債を最大限活用し、点検においてⅢ
判定となった橋梁の修繕を行います。

3 生活道路の整備推進と維持管理 生活道路補修・改良延長（累計） 1.23km 3.03km
社会資本整備総合交付金及び公共施設等適正
管理推進事業債を最大限活用し、舗装個別施設
計画をもとに適正な維持管理を行います。

1 ３R
*1
の推進 資源化（リサイクル）率 19.8% 30% ごみ分別の啓発等により、達成を目指します。

2 脱炭素社会の構築
公共施設における再生可能エネル
ギー設置件数

2件 4件 公共施設に太陽光パネルの設置を推進します。 ●
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1 生活交通の充実

4

5

1

道路・水路の整備と保全

環境保全と循環型社会の推進

公共交通の充実

●

高齢者などの交通弱者が身近に利用できる移動手
段として、乗合タクシー及び路線バスの利便性の向
上と利用促進を図り、交通空白地の減少と収支率
の改善を目指します。

2 鉄道利用環境の充実
既存路線の維持を主としながら、利用増進や利便
性の向上を目指します。



〈施策体系と重点分野、地方創生分野の一覧〉

政策 指標名 現状値（R3） 目標値（R6） 指標の方向性 重点 戦略施策 基本事業

1 新たな担い手の育成・確保 新規就農者数（累計） 0名 2名
農業者や関係機関から後継者や就農希望者の情
報を収集し、新規就農者の確保することで認定農

業者
※12

数の維持を目指します。
1-2

2 農業生産基盤の維持・管理 遊休農地
※13

面積 2.3ha 2.0ha
農地パトロール等で把握した遊休農地の解消に向
け、農地中間管理機構との協議や担い手へのあっ
せんを行い、遊休農地の解消を目指します。

3 高収益作物の推進 高収益作物の作付面積 16.2ha 17.0ha
主食用水稲等からの転換作物として高収益作物を
推進し、作付面積拡大を目指します。

1 企業誘致の推進 稼働休止工場件数 3件 1件
工業団地内で稼働を休止している工場を活用し、
企業誘致を推進します。

● 1-1

2 雇用の安定と確保 労働相談会開催件数 4件 6件
就職活動や職場でのトラブルなど、求職者・労働者
に関する問題を解決するための相談会を増やし、
雇用の安定を図ります。

1-1

新規創業件数 17件 20件
市内創業件数は毎年２０件程度あり、今後も創業
支援に取り組み、創業件数の維持・向上を目指しま
す。

創業スクール受講者数 6人 10人
新規創業を目指す人の支援の一環である創業ス
クールの周知を強化し、受講者数の増加を図りま
す。

世界遺産関連事業参加者数 3,351人 3,500人
世界遺産を活用した様々な事業の実施により参加
者の増加を目指し、世界遺産の認知度向上を図り
ます。

フットパス
※14

イベント開催数 7回 9回
フットパスイベントを開催し、中間市の観光資源や魅
力をPRする機会の増加を図ります。

2 観光情報の発信 SNS投稿数 100回 120回
中間市の観光情報をSNSにより投稿し、観光意欲
を喚起します。

3-2
4-2
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3 観光の振興

2

1 農業の振興

産業・雇用の創出

1-1創業・事業開発への支援3

3-2
4-2

1 観光事業の推進



〈施策体系と重点分野、地方創生分野の一覧〉

政策 指標名 現状値（R3） 目標値（R6） 指標の方向性 重点 戦略施策 基本事業

1 ひとり親家庭等の自立支援の推進
ひとり親家庭等の自立支援推進事業
の利用者数

5人 7人
ひとり親自立支援推進事業を周知し、利用者数を
増やすことで自立を支援します。

保育所等の待機児童数 0人 0人
施設整備や保育士の確保等により、児童の受入枠
を確保し、増加する保育ニーズに対応します。

学童保育所の待機児童数 - 0人

従来、学童保育所の待機児童数を把握していな
かったが、全ての学童保育所で小学校6年生まで
受け入れられる（待機児童が発生しない）ようニー
ズに対応します。

3 子どもの健やかな成長の支援 児童虐待相談人数 131人 -
相談機能の充実や関係機関との連携により、児童
虐待防止に努めます。

2-1

1 生活習慣の改善
生活習慣の改善に取り組んでいる人
の割合

43.5% 50%
健康づくりに関する周知・啓発により、生活習慣の
改善に関する意識を高め、達成を目指します。

2 病気の早期発見・重症化予防の推進 特定健康診査受診率 37.9% 60%

分かりやすい通知や広報等により、健診の必要性
を周知・啓発します。また、保健指導の実施やかか
りつけ医等との連携により病気の重症化予防を目
指します。

●

3 こころの健康づくりの推進 自殺者数（人口10万人当たり） 9.7% 9%

広報やイベント時など、あらゆる機会を通じて心の
健康づくりに関する周知・啓発を行うとともに、関係
機関・地域等との連携を図り、さまざまな事業の中
で、生きることの包括的支援施策を推進します。

4 感染症予防の推進
新型コロナウイルスワクチン（初回）接
種率

82.6% -

関係機関と連携した感染拡大防止体制の構築を
図ります。また、感染症に関する正しい知識の普及
啓発を行うとともに、接種を希望する全ての人が接
種が受けられる予防接種体制の整備に努めます。

5 国民健康保険財政の健全運営
国民健康保険被保険者1人当たり医
療費

349,045円 -
1人当たり医療費は高齢化の進展や、医療技術の
進歩に伴い増加傾向にありますが、医療費の適正
化事業を推進し医療費の伸びを抑えます。
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2 保育サービスの充実・子どもの居場所づくり ● 2-1子育て支援の充実

健康づくりの推進2

1



〈施策体系と重点分野、地方創生分野の一覧〉

政策 指標名 現状値（R3） 目標値（R6） 指標の方向性 重点 戦略施策 基本事業

1 生きがい・健康づくりの推進 老人クラブ助成事業 21団体 25団体

老人クラブの組織率が低下し、また、高齢者の活動
が多様化する中、会員数が減少しています。今度と
も、老人クラブ連合会と連携し、活動内容の周知・
啓発を図り、老人クラブの組織率向上に努めるとと
もに、高齢者の社会活動を振興し、高齢者福祉の
向上に努めます。

●

介護保険適正化事業 100% 100%
利用者に対して適切な介護サービスを確保しつ
つ、介護保険料及び給付費を抑制していきます。

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
事業所の整備

0カ所 1カ所
事業者に対して公募を行い地域包括ケアシステム
の構築のため、整備に努めます。

3 介護予防の推進
一般介護予防事業
介護予防講座

３回 24回

高齢者が可能な限り自立した生活が送れるように、
地域の実情等に応じた効果的・効率的な介護予防
サービスの提供を支援します。
介護予防活動の地域展開を図り、住民主体の通い
の場等の活動の支援を目的に、介護予防活動に
資する地域活動組織の育生・支援に努めるととも
に、運動機能等の向上を目的とした介護予防講座
を普及啓発事業として取り組みます。

認知症サポーター養成講座の開催 1回 6回

一人でも多くの地域住民が認知症への理解を深め
るための普及・啓発活動を行います。また、認知症
になっても本人の意思が尊重され、住み慣れた地
域の良い環境で暮らしていくことができるよう、認知
症の人やその家族の困りごとの支援二―ズと、認知
症サポーターをつなげる仕組み「チームオレンジ」の
構築を目指します。

認知症地域支援推進員 3人 6人

認知症の人が可能な限り住み慣れた良い環境で
暮らし続けることができるよう、認知症が疑われる人
等を訪問し、複数の専門職で分析、検討を行ったう
えで、認知症が疑われる人や認知症の人、その家
族を支援していきます。支援は多種、多様であるた
め、医療機関、介護サービス事業所、認知症サ
ポーター等と連携強化を図ります。

総合相談支援業務 7,351人 7,500人

高齢者が住み慣れた地域で安心して自分らしい暮
らしを継続していくことができるよう、引き続き、地域
における関係者とのネットワークを構築します。高齢
者の心身の状況や生活の実態、必要な支援等を
幅広く把握し、相談を受け、地域における適切な保
健・医療・福祉サービス、機関または制度につなげ
るなどの支援を行います。

生活支援体制整備事業
※15 7か所 7か所

住民と共に地域活動を行う中で、地域の課題や
ニーズを拾い、第１層、第２層協議体で話し合いな
がら、地域づくりの企画・立案・方針・策定に取り組
みます。また、高齢者の社会参加を促進し、互助の
関係を構築するとともに、専門職との連携や庁内連
携を強化し、地域支援の輪を拡大することに努めま
す。

4 認知証施策の推進

5 地域支援体制の強化

2 介護保険精度の適正な運用

高齢者福祉の充実3
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政策 指標名 現状値（R3） 目標値（R6） 指標の方向性 重点 戦略施策 基本事業

1 自立支援の促進
介護給付・訓練等給付・障害児通所
支援の自立支援給付、補装具の決定
者数

803人 827人
相談支援事業所等と連携し、地域で生活するため
に必要なサービスが受けられるよう支援していきま
す。

2 地域生活支援の促進 地域生活支援事業の決定者数 148人 157人
相談支援事業所等と連携し、地域で生活するため
に必要なサービスが受けられるよう支援していきま
す。

3 障がいのある人の人権擁護
障がいのある人の権利が虐待により損
われた件数

0件 0件
関係機関や相談支援事業所等との連携強化により
０件を目指します。

被生活保護者就労支援促進事業で
就労・自立した者の割合

50% 52%
就労支援を通じ被保護者の早期就労自立を図りま
す。

自立支援プランで改善が見られた者
の割合

65.8% 73%
相談内容から自立支援プランを実施することで成
果向上を図ります。

市営住宅管理戸数 502戸 456戸
長寿命化計画に基づく適正な住宅管理戸数を確
保し、維持管理の効率化と住宅の保全に努めま
す。

市営住宅入居率 88% 90%
入居希望者のニーズに合わせ空家補修工事、市
営住宅募集を行い入居率の向上を図ります。

6 地域福祉の推進 1 支え合いの仕組みづくり 民生委員・児童委員の委員数 72人 73人
現在、中間市の民生委員・児童委員の定数が７３
名であることから、全ての地域に民生委員・児童委
員を配置します。

5

4

2 市営住宅による住宅の確保

セーフテイネットの推進

1 生活困窮者の自立支援と適正な生活保護

障がいのある人の福祉の充実
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政策 指標名 現状値（R3） 目標値（R6） 指標の方向性 重点 戦略施策 基本事業

1 確かな学力の向上
全国学力・学習状況調査における全
国（全国を100とする標準化得点）との
学力（国語・算数・数学）の比較

小学校　 ２
中学校　 ３

小学校　＋３
中学校　±０

個別最適な学習機会の提供、授業改善、非認知
的能力の育成などに取り組みます。

2-2

2 豊かな心と体の育成

いじめは、どんな理由があってもいけな
いことだと思う小学6年生の割合

いじめは、どんな理由があってもいけな
いことだと思う中学3年生の割合

95.3%

96.8%

98%

98%

いじめ問題を、いつでもどこでも起こりうる問題として
積極的に認知し、いじめ防止基本方針に基づき、
関係機関と連携しながらいじめを生まない・許さな
い学校づくりに努めます。

3 教育環境の充実
学校施設整備方針策定による学校施
設の整備に向けた長寿命化計画の見
直し

未実施 計画見直し

学校施設の再編による学校規模の適正化に向け、
市全体のまちづくりを踏まえた学校施設整備方針を
庁内連携のもと策定し、最大限の教育効果を図る
ことができる充実した教育環境の整備充実に向け
た長寿命化計画の見直しに取り組みます。

● 2-2

社会教育施設の年間利用者数 129,762人 150,000人
多様な年代、ライフスタイルに応じた学びの機会と
場を提供し、目標値の達成を目指します。

企業・大学等民間との連携事業の回
数

3回 10回
市が進めている企業・大学等との包括連携を活用
し、生涯学習の推進を図ります。

図書館利用者市民登録率 71.2% 75%
本と出会い、学びや知識が広がるきっかけをつくる
取り組みを積極的に実施し、図書館の利用促進を
図ります。

社会体育施設の年間利用者数 97,373人 100,000人
特に体育文化センター、ジョイパルなかま庭球場の
利用促進を図り、社会体育施設利用者の増加を目
指します。

総合型地域スポーツクラブへの登録
者数

56人 75人
子供から高齢者までの幅広い層で、生涯スポーツ
とふれ合える環境づくりに努め、地域スポーツ人口
の拡大を目指します。

3 文化財の保護と活用
文化財や資料館を活用した学習機会
の件数

84件 100件
多様な年代が地域の歴史に触れる機会を増やす
ため、展示や講座の実施、パンフレット等の資料の
充実を図ります。

4 青少年教育・体験活動の啓発 青少年向け体験活動の参加者数 1,472人 1,600人
関係機関や各団体と連携しながら、青少年がさま
ざまな体験活動をできる機会を提供します。

1 男女共同参画社会実現に向けた啓発 審議会等における女性の登用率 37.5% 40%

地方自治法第202条の3に基づく市の審議会等を
はじめとする各種審議会・委員会における女性委
員の登用を増やし、政策への女性の意見を反映さ
せるよう努めます。

2 男女に関する人権保護と相談体制の充実
人権センターにおける女性相談等件
数

17件 25件
相談窓口の周知を図り、DV等の男女の人権に適切
に対応できる体制を確立するとともに、関係機関と
の連携を強化し、問題解決に努めます。

1 市民や市内企業への人権教育・啓発
中間市が行っている人権教育・啓発
活動を知らない人の割合

23.4% 20%
市民や市内企業へより積極的に事業内容の周知
等の充実を行い、目標達成を目指します。

●

2 児童・生徒への人権教育・啓発
各小中学校での人権教育に関する授
業及び人権啓発活動の実施の割合

100% 100%
各中学校区において部落問題カリキュラムを作成
し、「部落問題について知らない児童生徒を出さな
い」ことを目標に全小中学校で実施します。

学校教育の充実

生涯学習・スポーツの推進

男女共同参画社会の推進

人権尊重と同和教育の推進4
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1 生涯学習の推進

2 生涯スポーツの推進



〈施策体系と重点分野、地方創生分野の一覧〉

政策 指標名 現状値（R3） 目標値（R6） 指標の方向性 重点 戦略施策 基本事業

1 防災・災害情報機能の充実 防災・災害情報の提供手段数 9手段
※16 12手段

避難情報や災害情報を迅速に地域住民へ提供で
きるような体制を目指します。

地域での防災訓練数(年間) 2回 3回

自主防災組織
※17

数 61組織 61組織

防災士新規登録者数 1人 3人

備蓄品数 5,534食
12,000食

（6,000人×2食）

民間企業との新規協定締結数 1件 2件

刑法犯認知件数 212件 180件 関係機関や地域と連携し、減少を目指します。

ふるさとみまわり隊隊員数 688人 688人
登下校時のみまわりや青色パトロール車での巡回
等を支援し、安全安心な地域を目指します。減少
傾向にあるため現状維持を目指します。

交通事故発生件数 123件 100件
関係機関や地域と連携し発生件数減少を目指しま
す。

高齢者運転免許証自主返納支援事

業
※18

申請者数
148人 160人

事業の周知を行い、高齢者の交通事故減少を目
指します。

3 消費生活の安定 消費者相談の解決率 88.2% 90%
国民生活センターが主催する研修などの受講によ
り、相談員の知識やスキルの向上を図り、解決率の
維持・向上を目指します。

4 青少年犯罪の抑制 青少年の刑法犯数 5件 2件
関係機関や地域と連携し、引き続き減少を目指し
ます。

空き家バンク登録件数＜累計＞ 227件 377件
関係機関と連携し広報周知に努め、空き家バンク
への物件の年間50件の登録を目指します。

空き家バンク成約件数＜累計＞ 160件 220件
関係機関と連携し広報周知に努め、空き家バンク
に登録された物件の年間20件の成約を目指しま
す。

空き家活用補助件数＜累計＞ 77件 92件
発生や老朽危険家屋の解体を促進するため、年間
5件の交付を目指します。

防災・減災対策の推進

安全な暮らしの推進
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5 空き家の適正管理 3-1

1 防犯対策の推進

2 交通安全活動の推進

3 災害時の支援体制の充実

備蓄品等整備計画に基づき、必要な備蓄品の確
保と適切な管理を行います。
また、備蓄品だけでは不足するおそれがあるため、
民間企業等との協定締結を推進します。

2 地域防災力の向上

住民に対する防災知識の普及や広報活動を積極
的に行うとともに、防災訓練の実施や自発的な防
災活動への参加を促す等地域住民における防災
意識の高揚を図ります。

●



〈施策体系と重点分野、地方創生分野の一覧〉

政策 指標名 現状値（R3） 目標値（R6） 指標の方向性 重点 戦略施策 基本事業

1 消防団の充実強化 定員に対する団員充足率 70% 85%
被雇用者割合が増加し、災害時に対応できる団員
が減少していく中で、団員を確保することにより消防
団活動の維持を目指します。

消防訓練・安全指導等参加人数 14,573人 16,000人
火災を減少させるために、事業所や行政区を中心

に市内全体の参加人数を増やし、初期消火率
※19

を向上させます。

住宅用火災警報器を設置している住
宅の割合

70% 83.1%
2021(令和３)年度全国設置率を上回るよう啓発等
により成果向上を図ります。

小隊における救急救命士の配備率 35% 70%

計画的に救急救命士を養成することで、通信指令

室及び「あかきゅう出動
※20

」や「ＰＡ出動
※21

」に対
応する消防隊への救急救命士の配備率を向上さ
せます。

軽症での救急車利用割合 24% 15%
真に救急搬送を要する重症者のため、救急車の適
正利用を呼びかけることで入院を必要としない軽症
での救急搬送を軽減させます。

感染症対策用品の備蓄率 50% 80%
新型コロナウイルス感染症に対する用品の確保と
併用して新たな感染症が発生した場合の備蓄を行
います。

消防署に１年に１回報告が必要な消
防用設備等点検結果報告書を報告
義務である防火対象物が提出した割
合

58% 70%
報告率を増やし、設備の不備を把握することで、徹
底指導に繋げ設備の維持管理を図ります。

危険物施設の火災・漏洩事故発生件
数

0件 0件
老朽化施設の維持管理指導や取組啓発により、事
故ゼロを維持します。

指揮隊設置に伴う当務員の増員 42人 46人
職員の新規採用や配置転換等で当務員の増員を
行い、効果的な活動で早期に災害を収束させるこ
とを図ります。

未更新の車両台数 2台 0台
更新期間の超過している資機材を計画的に更新
し、災害時に資機材トラブル等で対応ができないこ
とがないよう徹底します。

1  地域コミュニティ活動の活性化 自治会加入率 51.7% 51.7%

転入者に対して、自治会活動の周知を行い、市民
活動団体等に対する支援制度の在り方や関わり方

を検討し、校区まちづくり協議会
※24

などを含め団体
活動の周知に取り組みます。現状を維持できるよう
努めます。

● 4-1

2 市民活動の活性化 市民活動団体・ﾎﾞﾗﾝティア団体の数 28団体 28団体

市民活動団体等に対する支援制度の在り方につい
て検討を進めるとともに、団体活動の周知に取り組
みます。現在、コロナ禍のため活動休止している団
体が多く、団体自体が無くならないよう維持継続を
目指します。

1 広報の充実
市公式Twitterのいいね数、YouTube
の高評価数の総件数

2,697件 3,500件
本市の魅力を伝えられる投稿を継続的に行い、閲
覧者の関心・評価向上を図ります。

2 広聴の充実 パブリックコメント実施件数 2件 4件
パブリックコメントの実施状況をホームページ内にわ
かりやすく掲載し、市民ニーズに対応した市政運営
につなげます。
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1 市民協働の推進

2 積極的な広報・広聴の展開

3 消防・救急体制の整備充実

5 各種消防力の整備

3 救急救命体制の充実

4 防火対象物
※22

・危険物施設
※23

の適正管理の徹底

2 防火意識の高揚



〈施策体系と重点分野、地方創生分野の一覧〉

政策 指標名 現状値（R3） 目標値（R6） 指標の方向性 重点 戦略施策 基本事業

1 事業選択の円滑化 事業選択における事業の可視化率 100% 100%
法で事業実施が義務付けられていない市独自（任
意）事業を可視化し、事業選択が円滑に進むように
努めます。

2 ＩCTによる情報の適切な管理と利活用
ICTを用いた業務の効率化によるサー
ビス向上（システム構築）

0% 20%
スマートフォンで身近な情報収集や各種手続きが
出来るなど、市民がより利用しやすいサービス提供
を推進します。

転入者数（外国人含む） 1,349人 1,400人
都市圏（福岡市や関東圏）からUターンを推進する
ことで本市への移住・定住を促します。

転出者数（外国人含む） 1,616人 1,600人
転出超過が顕著な若年層の地元定着を図る取り
組みを推進し転出者を抑制します。

空き家バンク制度の活用による移住
者数＜累計＞

427人 607人
空き家バンク制度の活用による転入促進及び転出
抑制について年間合計60人を目指します。

4 広域連携の推進
本市を含む地方公共団体の組合等で
共同処理されている事務事業件数

○件 ○件
地方自治法に基づく一部事務組合等については、
現状維持に努めます。

市税口座振替登録件数 14,643件 15,000件
市税の納め忘れを防ぐため、口座振替を推奨し歳
入確保に努めます。

市税等の差押件数 311件 350件
滞納処分、特に預金給与等差押を滞納初期段階
での実施を推進し、歳入の確保に努めます。

実質公債費比率
※25 5.6% 5.0%以下

市債を効果的に活用するため、計画的な借入・償
還事務に努めます。

将来負担比率
※26 13.9% -

充当可能な財源とのバランスにも配慮し、過度な将
来負担が生じないような財政運営に努めます。

実質単年度収支
※27

（直近３年間の平均値）
11.7億円

0.0億円以上
（黒字）

限られた財源に見合った支出を行うことで、持続可
能かつ効率的な財政運営に努めます。

維持管理費用の削減 80% 85%
公共施設等総合管理計画の削減目標達成に向
け、取り組みを進めます。

計画的な施設改修 1施設 8施設
公共施設等個別施設計画の予防保全計画による
施設改修達成に向け、取り組みを進めます。

1 効率的かつ機能的な職場づくり

人口１万人当たりの職員数
（総務省が公表。現状値は、令和３年
４月１日時点での数値であり、人口及
び産業構造が類似する全国自治体の
平均値は74.95人となっている。）

53.18人 55人

引き続き効率的な職員配置に努めるとともに、計画
的な職員採用を行うことで、類似団体の中で極め
て低い水準にある人口１万人当たりの職員数を引
き上げ、適正な人員配置に努めます。

2 効果的な人材育成と適正な人事管理
過去３年間における若手職員（４０歳
未満の職員）の離職率

2.31% 1.5%
職員の人材育成、特に若手職員の人材育成を充
実させ、仕事に対する意欲や資質・能力の向上を
促すことで、若手職員の離職を防止します。

3 健康で安心して働ける職場づくり
メンタルヘルス不調による病気休暇取
得者数（前年度延べ人数）

17人 10人

長時間労働の抑制や年次休暇取得促進等を通し
て、職員の身体的・精神的負担を軽減するととも
に、メンタルヘルス研修の実施によりメンタルヘルス
不調が生じにくい職場づくりに努めます。

【
行
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市民から信頼される
組織体制作り

5

3 持続可能な行政経営

持続可能な財政運営4

3 転入の促進と転出の抑制

3 公共施設等のマネジメント推進 ●

3-1

1 税収等による歳入確保

2 計画的な財政運営


